別記第１号様式（第４条関係）
平成　年　月　日
　公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様
住　　所
申請者名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　印
平成　　年度　先進技術開発支援事業に係る事業計画の提案について
標記事業を行いたいので、先進技術開発支援事業の事業計画書を提出します。
【添付資料】
□直近２期分の決算書の写し
□法人登記簿謄本の写し
□事業内容が分かる資料
□直近の事業税の納税証明書
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別紙１

平成　　年度　先進技術開発支援事業実施計画書

１　事業計画

	申　　請　　者

代表者役職・氏名

（担当者連絡先）
	○○○○○○○○

代表者

　担当者氏名：○○課　○　○　○　○　

TEL:025-000-0000、FAX:025-000-0000、Eメール:

	事業テーマ
	「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

	対象事業
	該当する事業にチェックマークを入れる

□　ロボット本体、周辺機器等の試作開発　　　　　　　　　　　

□　高度IT、ロボット等を活用したシステムの試作開発

	事業実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	事業の背景

（現状と課題）
	※事業を実施する背景となる現状と課題について記載してください。



	課題の解決方法

（開発内容、

サービスの内容）
	※上記課題等を解決するための事業内容を具体的に記載してください。



	開発内容、サービス内容の新規性・独自性
	※既存製品、サービスとの差異や、差別化のポイントとなる新規性、独自性を記載してください

	自社の強み等
	※事業を実施する際に強みとなる自社の既存技術、ノウハウ等を記載してください。



	開発品、サービスの販売開始時期
	平成　　 年  　　月頃



	市　　場　　性
	※開発品やサービスは、どのような顧客をターゲットとして、どのような方法で売上を出すのか具体的に説明してください。



	実施体制（予定）
	※本事業の実施体制等を記載してください。
（例）


（注） 　必要に応じ、適宜用紙を追加、又は参考となる書類添付すること。
２　実施スケジュール（予定）

	　　　　　　時期

実施項目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　事業費

（１）助成金交付申請額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	総事業費（Ａ）
	助成対象経費（Ｂ）
	助成金交付申請額（Ｃ）
	事業者負担額（Ｄ）

＝（Ａ－Ｃ）

	
	
	
	


（２）助成対象経費の明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	助成対象経費（Ｂ）
	積算明細
	備　　考

	人　件　費
	
	
	

	謝金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	研究開発費
	
	
	

	調査分析費
	
	
	

	雑　　　費
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注）　１ 当該事業に該当する経費のみ記載すること。

　２　金額は、消費税及び地方消費税を控除した額を記載すること。

　３　助成金交付申請額（C）は、助成対象経費（B）の１/２以内又は助成限度額のいずれか低い額を記載すること。
　４　人件費及び旅費の積算に関しては、募集案内の別記１及び別記2を参照すること。

【国、新潟県又は機構への助成金申請状況】（要綱第３条第１号関係）
本事業計画提出時に、同一内容の事業について、国、新潟県又は機構に対し助成金申請している場合は、助成金名等を記入すること。
①国
②県
③機構
	
	助成金名
	助成事業の概要
	備考

	1 
	
	
	

	2 
	
	
	

	3 
	
	
	


（注） １　該当がない場合は、各欄に斜線を記入すること。
 2　備考欄には、採択予定年月と、助成金申請の優先順位を記入すること。
 3　必要に応じ、適宜用紙を追加、又は参考となる書類を添付すること。
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